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1  総則 
1-1  本ガイドラインの目的 

 
 
本ガイドラインは，茨城県が実施する電子納品の手引きとして作成したものであ

り，工事・業務における電子納品を円滑に実施するために，受発注者間の事前協議内

容や書類検査方法など必要な事項を盛り込んだものである｡ 
 

 
【解説】 

本ガイドラインには一部，発注者のみを対象とした項目も含んでいるが，受注者，一

般県民に対しても広く公開を行うものである。 
 
また，本ガイドラインは茨城県土木部検査指導課のホームページに公開されており，

閲覧・ダウンロードできる。 
http://www.pref.ibaraki.jp/soshiki/doboku/kensa/index.html  

 

表 1-1 電子納品に関する茨城県のガイドライン策定経緯（参考） 

版 名 称 公表時期 

第１版 建設 IT モデル事業ガイドライン(案) 平成 13 年 8 月 
第２版 建設 IT モデル事業ガイドライン(案) 平成 14 年 6 月 
第３版 茨城県電子納品ガイドライン(案) 平成 15 年 6 月 
第４版 茨城県電子納品ガイドライン 平成 16 年 6 月 
第５版 茨城県電子納品ガイドライン 平成 17 年 6 月 
第６版 茨城県電子納品ガイドライン 平成 18 年 6 月 
第７版 茨城県電子納品ガイドライン 平成 19 年 6 月 
第８版 茨城県電子納品ガイドライン 平成 20 年 7 月 
第９版 茨城県電子納品ガイドライン 平成 21 年７月 
第１０版 茨城県電子納品ガイドライン 平成 22 年 4 月 
第１１版 茨城県電子納品ガイドライン 平成 24 年３月 
第１２版 茨城県電子納品ガイドライン 平成 29 年 2 月 
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1-2  用語の定義 

 
本ガイドラインにおいて使用する用語の定義は以下のとおりとする。 
 
電子納品 

電子納品とは，『調査，設計，工事などの各業務の最終成果を電子データで納品
すること』をいう。なお，ここでいう電子データとは，本ガイドライン「1-5 参
照規格」で示す各種要領等に示されたファイル形式に基づいて作成されたものを
指す。 

 
発注図 

入札に際して発注者が示した設計図，発注者から変更または追加された設計図及

び設計図のもととなる設計計算書等をいう。ただし，詳細設計を含む工事において

は契約図書及び監督職員の指示に従って作成したものを発注図とすることが出来

る。 
 

完成図 

出来形測量の結果及び設計図書に従って作成した図面をいう。なお，完成図の電

子データは原則「CAD 製図基準（案）」の規定に基づき作成するものとする。 
 
電子情報共有 

電子情報共有とは，『情報ネットワーク（電子メール，共有サーバ等）を活用し

て調査，設計，工事などの各業務実施中にやり取りされる各種文書やスケジュー

ル等の情報を共有すること』を指す。 
 
電子情報交換 

電子情報共有のうち，「電子メールを活用した情報共有」については，『電子情

報交換』と呼ぶこととし，本県が行う「電子納品」の一部とする。 
 

工事帳票 
 工事帳票とは，施工計画書，打合せ簿，品質管理資料，出来形管理資料等の提携

様式の資料及び，打合せ簿等に添付して提出される提携型の資料をいう。 
 

台帳 

 台帳とは，設計図書に従って工事目的物の完成状態を台帳として記録した工事

管理台帳をいう。工事管理台帳は，工事目的物の諸元をとりまとめた施設管理台帳

と工事目的物の品質記録をとりまとめた品質記録台帳をいう。 
 

 
 



 3

 
1-3  適用範囲 

 
本ガイドラインは，平成 29 年 2 月以降に茨城県より発注される工事及び業務に適

用される。 
 
【解説】 

発注者は，電子納品対象案件であることを特記仕様書に明記すること。 
特記仕様書の記述例を「参考資料 - 1」に示す。 

 
1-4  茨城県の電子納品実施計画 
茨城県における電子納品実施計画は以下のとおり。  

茨城県の電子入札・納品導入スケジュール 

 H15 年度 H16 年度 H17 年度 H18～H21 年度 H22 年度以降 

<工事> 

         

  ２億円以上      

         

         

         

        完全導入 
         

<業務> 

         

   設計     

         

    設計・測量・地質   

         

     完全導入(随契を除く) 
         

※電子入札案件は，原則として電子納品もセットで実施。 
※建築・電気・機械工事に関する実施については，営繕課の方針による。 
※県の方針を見直す場合には，検査指導課より別途指示を行う。 

 
図 1-1 茨城県電子納品実施計画

(本庁起工)1,000 万以上 

500 万以上 

5000 万円以上 

3000 万円以上(ﾗﾝｸ A) 

１000 万円以上(ﾗﾝｸ B) 
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1-5  参照規格 
 
本ガイドラインは国土交通省の定める電子納品要領・基準等に準拠する。本ガイドライ

ンに記載されていない事項については，以下の参照規格に従うこと。 
 

名 称 策定者 策定年月 適用対象 

工事完成図書の電子納品等要領 

国土交通省 

平成 22 年 9 月 平成 23 年 4 月以降 
土木設計業務の電子納品要領(案) 平成 20 年 5 月 平成 21 年 1 月以降 
測量成果電子納品要領(案) 平成 20 年 12 月 平成 21 年 4 月以降 
地質･土質調査成果電子納品要領(案) 平成 20 年 12 月 平成 21 年 8 月以降 
CAD 製図基準(案) 平成 20 年 5 月 平成 21 年 1 月以降 
デジタル写真管理情報基準 平成 22 年 9 月 平成 23 年 2 月以降 
トータルステーションを用いた出来形管理要

領（土工編） 平成 24 年 3 月 ― 
トータルステーションを用いた出来形管理要
領（舗装工事編） 平成 24 年 3 月 ― 

写真管理基準(案) 
茨城県土木部 

・企業局 
平成 26 年 4 月 

 

国土交通省策定要領・基準等が改定された場合であっても，本ガイドラインを改

定するまでは，上記策定年月版の要領・基準等を適用する。 
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1-6  国土交通省の定める要領等との主な相違点 
 

本ガイドラインと国土交通省の定める要領等との主な相違点は以下のとおりである。 

 

○情報共有システムの運用について 

 本県においては，当面の間，情報共有システムの構築及び運用を次の理由により行わな

いものとする。 

 ・発注事務所と施工場所との距離が近いため，直接現場に行った方が効率的である。 

 ・山間部などでは，ネット環境構築等のインフラ整備が困難な場合がある。 

 

情報共有システムを運用しないため，国土交通省の要領とフォルダ構成が異なる。フォ

ルダ構成については，2-3-5(2)フォルダ構成とファイル命名様式を参照のこと。 

  

【参 考】 
国土交通省策定の要領・基準等は，国土交通省 国土技術政策総合研究所の Web サイ

トの「CALS/EC 電子納品に関する要領・基準」ページからダウンロードできる。 
http://www.cals-ed.go.jp 

また，写真管理基準（案）は「建設工事必携」に記載されている。 
建設工事必携は，県検査指導課ホームページよりダウンロード可能 
（http://www.pref.ibaraki.jp/soshiki/doboku/kensa/index.html） 
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【解説】 
電子納品に関する要領等の体系を以下に示す。 

 
 

全般

電子納品

電子納品の手引き

業務工事

共通仕様書
(茨城県土木部・企業局)

共通仕様書
(茨城県土木部)

○土木工事 ○業務（測量・設計）

○測量 ○設計 ○地質調査

〈写真作成に関して〉

「工事完成図書の電子納品要領」
※国土交通省

「土木設計業
務等の電子納
品要領(案)」
※国土交通省

「測量成果電
子納品要領

(案)」
※国土交通省

「地質・土質調
査成果電子納
品要領(案)」
※国土交通省

「ﾃﾞｼﾞﾀﾙ写真管理情報基準」 ※国土交通省

〈図面作成に関して〉

「ＣＡＤ製図基準(案)」 ※国土交通省

〈(必要な場合)写真帳作成に関して〉

「トータルステーションを用いた出来形管理要領（土工編）（舗装工事編）」
※国土交通省

〈(必要な場合)基本設計データ作成に関して〉

〈電子納品全体に関して〉

「茨城県電子納品ガイドライン」 (茨城県土木部)

「写真管理基準(案)」
(茨城県土木部・企業局)

 
   ※県で規定のない要領等については，1－5 参照規格に記載の要領・基準等を適用する。 

 

図 1-2 茨城県の電子納品要領・基準等 
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1-7  電子納品対象工種・対象書類 

 電子納品対象となる工種は以下のとおりとする。 
業務 ：設計・測量・調査（補償調査を除く） 
工事 ：土木工事 

 電子納品対象となる工種では全て電子納品を実施することを原則とする。 
 電子納品対象書類の範囲は以下のとおりとする。 

業務 ：共通仕様書に定める全ての成果品 
工事 ：工事写真帳，工事帳票，完成図 

・工事写真帳は，電子納品対象のすべての工事で納品する 
・工事帳票については，すべての工事で，受発注者協議の上電子納品対象

とするかどうか協議の上定める。 
・完成図については，重要構造物（※１）を擁する指定された工事（※

２）においては，完成図の電子納品を必須とする。なお，指定された工事

以外においても，完成図の電子納品を妨げるものではない。 
工事における電子納品対象書類の詳細については，表１－２ 工事における電子納

品対象書類範囲のとおり。 
 
重要構造物（※１）を擁する工事のうち，指定された工事については，完成図の電

子納品が必須となる。発注者は，特記仕様書にその旨明記し，また，受注者に発注

図の CAD データで提供すること。特記仕様書の記述例を「参考資料 - 1」に示す。 
 

 
（※１）重要構造物とは，茨城県土木部・企業局土木工事共通仕様書第 3 編土木工事

共通編第 1 章総則（ページ 1-3-43-5）を参考に，以下を対象とする。 
・橋梁上部工 
・基礎工 
・トンネル工 
・ダム工 
・函渠工（樋門・樋管含む）（内空断面積 2.0m2 以上） 
・躯体工（橋台） 
・RC 躯体工（橋脚） 
・橋脚フーチング工 
・RC 擁壁（H=2.0m 以上） 
・砂防ダム 
・堰本体工 
・排水機場本体工 
・水門工 
・共同溝本体工 

 
（※２）指定された工事とは，特記仕様書に「完成図の電子納品」について明記した

工事とする。
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表１－２ 工事における電子納品対象書類範囲 

項目 ファイル・

フォルダ等 

電子納品対象 書類作成者 
指定され

た工事 
（※１） 

それ以外

の工事 
（※２） 

発注者 受注者 

発注図 

当

初 
設

計 

CAD データ(SXF 形式) 
(CAD 製図基準(案)準拠)
（※３） 

DRAWINGS 
（※４） ○ △ ○  

CAD データ 
(CAD 製図基準(案)非準

拠)（※３） 
DRAWINGS
（※４） ○ △ ○  

紙媒体 DRAWINGS
（※４） － × ○  

変

更 
設

計 

CAD データ(SXF 形式) 
(CAD 製図基準(案)準拠)
（※３） 

DRAWINGS
（※４） ○ △ ○  

CAD データ 
(CAD 製図基準(案)非準

拠)（※３） 
DRAWINGS
（※４） ○ △ ○  

紙媒体 DRAWINGS
（※４） － × ○  

完成図 
発注図が CAD データの

場合 DRAWINGF ○ △  ○ 

発注図が紙媒体の場合 DRAWINGF － ×  ○ 
工事写真帳 PHOTO ○ ○  ○ 

工事 
帳票 

工事管理ファイル INDEX_C.XML 

△ △  △ 
施工計画書 PLAN.XML 

工事打合せ簿 MEET.XML 

その他管理ファイル OTHRS.XKL 

○：必須 
△：状況によって電子納品対象とするもの（受発注者協議の上，定める） 
×：不要 
 
（※１）指定された工事とは，特記仕様書に「完成図の電子納品」について明記した工事

である。指定された工事では，受注者への発注図 CAD データ提供が原則である。 
 
（※２）指定された工事以外の工事でも，特に重要構造物を擁する工事においては，積極

的に完成図を電子納品すること。 
 
（※３）発注者の指示・追記した箇所は CAD 製図基準（案）への準拠を考慮しないもの

とする。 
 
（※４）「DRAWINGS」フォルダは，発注者が図面管理ファイル及び発注図の電子データ

を格納して受注者に貸与するためのものであり，受注者側にて新たに作成する必要はない。 
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表 1-3 【工事】電子納品対象とする書類の条件 

区分 対象書類 条 件 

工事 

発注図 
完成図 

特記仕様書に「完成図の電子納品」について明記した

工事については，完成図の電子納品を必須とする。 
ただし，それ以外の工事でも，特に重要構造物を擁する

工事においては，積極的に完成図を電子納品すること。 

工事写真帳，工事帳票 電子データの原本性が確保できること。 
検査の用に供すること。 

 

発注図の提供媒体 発注図及び完成図の納品方法 
紙媒体での提供 

 

紙媒体での納品  CAD データ(SXF(P21 形式)での納品 
           (CAD 製図基準(案)非準拠) 

         OR      

CAD データ 
(CAD 製図基準(案)非準拠) 

 

        CAD データでの納品 
 (CAD 製図基準(案)非準拠) 

              

CAD データ(SXF 形式) 
(CAD 製図基準(案)準拠) 

 OR  

CAD データ(SXF（P21）形式)での納品 
(原則として CAD 製図基準(案)準拠) 

 

（※）発注者の指示・追記した箇所は CAD 製図基準（案）への準拠について考慮しないものとす

る。 

図 1-3 発注図及び完成図の電子納品条件 
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CAD 図面が提供 
されたかどうか？ 

【完成図の電子納品必須】
※発注図が CAD 製図基準（案）準拠

の場合は，原則として完成図も準

拠，発注図が非準拠の場合は完成図

も非準拠とする。 

【状況によって電子納品とする】 
電子納品するかどうかは，受発注者協

議の上定める。ただし，重要構造物を

擁する工事においては，積極的に完成

図を電子納品すること。 

※発注図が CAD 製図基準（案）準拠の

場合は，完成図も準拠，発注図が非準

拠の場合は完成図も非準拠とする。 

【原則，完成図不要】 
ただし，受注者側からの積極的な申

し出があった場合は，CAD データ納

品を拒むものではない。その場合，

データ形式は，SXF（P21）形式で作

成するものとするが，CAD 製図基準

（案）非準拠でもかまわない。 

【工事】 

 
完成図の電子納品判別に関するフローチャート 

完成図の電子納品対象工事（※）かどうか 

NO 

YES 

（発注図面が 

紙で提供） 

重要構造物とは以下のとおり 
・橋梁上部工 
・基礎工 
・トンネル工 
・ダム工 
・函渠工（樋門・樋管含む） 

（内空断面積 2.0m2 以上） 
・躯体工（橋台） 
・RC 躯体工（橋脚） 
・橋脚フーチング工 
・RC 擁壁（H=2.0m 以上） 
・砂防ダム 
・堰本体工 
・排水機場本体工 
・水門 
・共同溝本体工 

 

NO 

図 1-4 完成図納品のフローチャート 

YES 
CAD 製図基準（案） 

準拠/非準拠に拘わらず 

（※）特記仕様書に「完成図の電子
納品」について明記した工事 
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（追加）   
CALS/EC ライフサイクルの促進を行う上で，完成図データの納品を積極的に行う必要

がある。発注図面が CAD データで受注者に提供された場合は，積極的に完成図の電子納

品を行うこととする。発注図面が紙図面及びＣＡＤ製図基準（案）非準拠の場合，納品す

る完成図データはＣＡＤ製図基準（案）に準拠しないものでも構わないものとする。 

 
図 1-5 CALS/EC ライフサイクル 

 

【追加】表 1-4 【業務】電子納品対象とするデータに関して 
区分 対象 提出データについて 

業務 
道路・河川等 
設計業務委託 

基本設計データ（XML ファイル）を，受発注者協議の

上，納品するものとする。 
 
            

 
図 1-6 出来形管理用 TS におけるデータの流れ 

〈国土交通省：トータルステーションを用いた出来形管理要領（土工編）P4 引用〉 
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【基本設計データ(XML ファイル)】 
 基本設計データとは，設計図書に規定されている工事目的物の形状，出来形管理対象項

目，工事基準点情報及び利用する座標系情報などのことである。また，施工管理データか

ら現場での出来形計測で得られる情報を除いたデータである。基本設計データの幾何形状

とは，設計成果の線形計算書，平面図，縦断図及び横断図から仕上がり形状を抜粋し，３

次元形状データ化したもので，道路中心線形又は法線（平面線形，縦断線形），出来形横

断面形状で構成される。 
 

 
図 1-7 基本設計データのイメージ（道路土工の場合） 

〈国土交通省：トータルステーションを用いた出来形管理要領（土工編）P5 引用〉 

 
 トータルステーション（以下，「出来形管理用 TS」という。）を用いた出来形管理を効

率的かつ正確に実施するために，基本設計データ作成が大変重要となる。出来形計測及び

完成検査等の効率向上を図るために，測量・設計業務において，受発注者協議の上，基本

設計データの納品を行うものとする。 
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2  電子納品媒体の作成・納品方法 
2-1  電子納品の流れ 

図 2-1 電子納品の流れ  
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2-2  電子納品成果品の作成に要する費用の考え方 
 

 
歩掛・諸経費においては，工事・業務とも従来どおりとし，増減しない。 
 

 
【解説】 

電子納品成果品の作成に要する費用の積算上の考え方については，以下のとおり現行

のままとし，費用を別途計上することはない。 
 工事完成図書の電子納品に要する費用については，現行の共通仮設費率で対応す

る。 
 測量業務成果品の電子納品に係わる費用については，現行の諸経費率で対応する。 
 地質調査業務及び設計業務等成果品の電子納品に係わる費用については，現行の 

「印刷製本費」で対応する。 
 
【参考】本県における今後の歩掛り設定方針 

○上は，国土交通省の調査結果を参考とし定めたものである。 
○今後も，国土交通省の調査動向等を参考としつつ方針を定めることとするが，別途

方針が定まった場合には検査指導課より指示を行う。 
  
 
2-3  電子納品の手順 
2-3-1  発注時の準備 

 
 
発注担当者は，該当する案件が電子納品対象であることを特記仕様書に明記するこ

と。 
また，工事における電子納品対象案件は「茨城県土木部・企業局土木工事共通仕様

書」に記されていることを明確に提示すること。 
 

 
【解説】 

特記仕様書への記述例は「参考資料 - 1」を参照すること。 
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2-3-2  事前協議 

 
 

 工事・業務の着手前には，電子納品に関する受発注者協議を行うこと。 
 事前協議は以下の事項について行うこと。 

 （1）電子納品対象書類 
（2）CAD 製図基準(案)対象工種と図面種類 
（3）オリジナルファイルを作成するソフトとバージョン及びファイル形式 
（4）電子情報交換の方法 
（5）その他必要事項 

 
 
【解説】 

事前協議チェックリストは「参考資料 - 2」を参照すること。 
 
（1）電子納品対象書類 

本県における電子対象書類は「1-7 電子納品対象工種・対象書類」に示す。 
原本が紙の書類しか存在せず，電子納品のためにスキャナ等で電子化するものは，

事前協議によって対象外として良いものとする。 
 

【参考】工事完成図書における工事写真以外の書類（完成図，工事帳票）の電子化について 

○完成図電子納品実施については，特記仕様書に「完成図の電子納品」について明記

した工事については必須としているが，完成図は将来的に維持管理段階での利用な

どの有効活用が見込まれていることから，その他の工事についても，特に重要構造

物を擁する工事において，発注図面が CAD データで受注者に提供された場合は，

積極的に完成図の電子納品を行うこととする。 
 
○工事帳票については，押印や検査のチェック欄の取扱いなど各種課題が考えられる

ため，本県では当面の間，義務化せず，受発注者協議の上電子化するかどうか定め

るものとする。 
 
（2）オリジナルファイルを作成するソフトとバージョン及びファイル形式 

オリジナルファイルを作成するソフトとバージョン及びファイル形式は，受発注者

双方が確認できる形式となるよう，受発注者で協議して定める。 
なお，ファイル形式が一致していなくても，データコンバート等によって十分に互

換できるものであれば採用可能である。 
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（3）電子情報交換の方法 
ｅメールで電子情報交換を行う際には，必要事項を協議する。詳細は「4 施工中の

電子情報交換」を参照のこと。 
  
2-3-3  機器の準備 

 
 
受注者・発注者はそれぞれ電子納品に必要な機器等を準備すること。 
 

 
【解説】 

電子納品に必要となる，機器等の基本的な例や留意事項は以下のとおりである。 
表 2-1 電子納品に必要となる機器等の基本的な例 

№ 用 途 
準備が 

必要な機器

等 

受 
注 
者 

発 
注 
者 

留 意 事 項 

1 撮 影 デジタル 

カメラ 

○ 不

要 
1.有効画素数は黒板の文字が確認できることを指標と

する。(100 万画素程度以上) 
2.黒板の単独写真等の納品はファイル数増加を防ぐと

いう観点から行わないこととする。 
3.現像写真をフィルムスキャン等でデジタル化するこ

とを妨げない。特に，暗い場所では現像写真の方が

有効な場合がある。（画素数の指示が必要） 

2 写真帳の 
作成 

デジタル 

写真管理 

ソフト 

○ 不

要 
1.｢デジタル写真管理情報基準｣（本ガイドライン 2-2

参照）に規定の成果品を作成できるソフト。 
2.ソフトは次の条件を満たすものが望ましい。 
(1) 検査時に，県の積算体系に沿った工種区分ごと

に，４枚程度（横 2＊縦 2）の写真を一度に閲覧で

きるもの。また，印刷できるもの。 
(2) 検査時に，一覧表示中の１枚の写真を画面いっ

ぱいに拡大できるもの。さらに，その細部につい

ても拡大できるもの。 
(3) 写真に参考図等が必要な場合，添付できるも

の。 
(4) ビュワソフトを添付できるもの。（発注者の指示が

ある場合に限り省略できる） 
3.なお，ソフトを用いずに，上記条件を満たす写真帳

を作成することも妨げない。 
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№ 用 途 準備が 
必要な機器 

受 
注 
者 

発 
注 
者 

留 意 事 項 

3 成 果 品

CD の作

成 

ＣＤ 

ライター 

○ 不

要 
1.最近のパソコンは｢ＣＤ書込み｣を標準機能として備

えているものが多い。 
2.発注者側が自らＣＤ－Ｒの控を作成する場合には，

発注者側でも必要。 

4 写真帳 
の印刷 

カラー 

プリンタ 

○ ○ 1.印刷は，紙媒体成果品（提出頻度は｢写真管理基準｣

に基づく。）の作成，あるいは検査等に必要な箇所

の出力の際に用いる。 
2.印刷の仕様は，プリンタはフルカラー600dpi 以上，

用紙は写真印刷を可能とする専用紙を用いる。 

5 
 

検 査 写真帳ビュ

ワソフト 

○ △ 1.発注者は，受注者からの配付（CD-R 内への添付）に

よる入手を基本とする。 
2.ただし，操作習得の煩雑回避のため，無償ビュワソ

フトを利用しても良い。 
  

パソコン･ 

プリンタ 

 ○ 1.図面及び写真情報閲覧用パソコン 
2.カラープリンタ(フルカラー600dpi以上) 

そ

の

他 

発注図･

完成図等

CAD 図

面を扱う

場合 

ＣＡＤ 

ソフト 

○ ○ 1.SXF Ver2.0 レベル 2 の基準を満たしたソフト※とす

る。準拠性確認は OCF ホームページの｢認証ソフ

トウェア一覧｣(OCF 検定結果)を参照。 
 図面データの業務中間でのやり取りについては，受

発注者協議の上、SXF 形式(SFC）を使用すること

が出来る。 
※調査・測量においては，SXF Ver3.0 レベル 2 以上

を原則とする。後工程である設計・施工段階におい

ても，Ver3 より追加されたフィーチャの欠落を考

慮し，SXF Ver3.0 レベル 2 以上を推奨する。 
電子納品

作成支援

ソフト 

○ 不

要 
1. 完成図の電子納品を行う場合，CAD 製図基準

（案）で定められているファイル名称への変更，

図面管理ファイル（XML）の作成を容易に行うた

めに使用する。 
2. ただし，作成支援ソフトを用いずとも電子納品成

果品の作成は可能であるため，作成支援ソフトの

準備を強制するものではない。 
【凡例】 

○ ：準備が必要 
△ ：相手側からの入手により準備 
不要：準備不要 
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2-3-4  契約期間中の情報管理 
 

 
受注者は，工事・業務の契約期間中は，データ消失に備えバックアップを常に二重

にとること。 
 

 
【解説】 

電子データは操作上の不注意や機器障害によって消失するおそれがある。デジタル写

真は特に枚数が多くなると管理が難しくなるので，受注者は，日々の業務管理の中でバ

ックアップを常に二重にとっておくこと。 
 
2-3-5  納品する電子データの作成 

 
 

 電子納品する電子データは，特に定めるもの以外は，本ガイドライン「1-5 参照

規格」に示す電子納品要領に定められたファイル形式，ファイル命名様式で作成

すること。 
 作成した電子データは，本ガイドラインで定められたフォルダに格納すること。 
 各フォルダには，本ガイドライン及び電子納品要領・基準等で定められた管理項

目を格納すること。なお，情報共有システムを運用しないため，国土交通省の要

領等とは構成等が異なるので注意すること。 
 「工事帳票」「工事写真帳」については，従前どおり，電子納品の対象として運

用する。 
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【解説】 
（1）茨城県で定める電子納品のファイル形式 

 

表 2-2 電子納品のファイル形式（工事・業務共通） 

区分 書類名 ファイル形式 適用する基準等 

工事・ 
業務共通 

写真 JPEG 
ﾃﾞｼﾞﾀﾙ写真管理情

報基準 写真参考図 
JPEG または TIFF 
本県では JPEG が望ましい 

CAD 図面 
工事 図面 

本県では SXF（P21） 
SXF 形式 Ver2.0 レベル２以上 

 

測量成果電子納品要領(案)において，SXF 
Ver3.0 レベル２以上を原則とする。 
後工程である設計・施工段階において

も，SXF Ver3 より追加されたフィーチャ

の欠落がないように，SXF Ver3.0 レベル

2 以上が望ましい。 

CAD 製図基準(案) 

管理項目 XML  

   ※SXF 形式についての解説は，「3-2 CAD 図面」を参照とする。 
 
 各要領に記載されていないフォルダについては作成しないことが望ましいが，作成する

に当たっては，監督職員と協議し決定したデータを格納すること。 
 本県工事においては，工事写真は電子納品対象として扱い，図面，写真，その他書類を

同一媒体に格納する。電子媒体が複数枚になる場合は，P30「3)CD-R が複数枚になると

き」の措置に準じて作成する。 
 写真，図面以外を電子納品対象とする場合（工事帳票，台帳等），監督職員と協議し，

指定されたフォルダに格納すること。 
 測量成果において，測量成果電子納品要領(案)に準じて作成するため，SXF Ver3.0 レベ

ル 2 以上を原則として作成する。また，SXF Ver3.0 で作成されたデータを SXF Ver2.0 で

書き換えた場合，Ver3 から追加されたフィーチャ（図面構造，幾何/表記要素，構造化要

素）が抜け落ちてしまうことも考えられる。そのため，設計・施工段階においても，SXF 
Ver3.0 レベル 2 以上で作成することが望ましい。 
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表 2-3 電子納品のファイル形式 

区分 書類名 ファイル形式 適用する基準等 

業務 

共通 
報告書 PDF 土木設計業務等の 

電子納品要領(案) 報告書オリジナルファイル 受発注者協議により決定 

測量 

基準点測量成果 
PDF，TXT，オリジナル

形式 測量成果 

電子納品要領(案) 

地形測量成果 
応用測量成果 
標準図式データ 
（拡張 DM（デジタルマッピング）等に

よって CAD で作成する場合） 

本県では SXF（P21） 

（※国は DM 形式） 

地質 

ボーリングデータ XML 
地質・土質調査成果 

電子納品要領(案) 
ボーリング柱状図 PDF 

簡略柱状図 SXF（P21） 

地質平面図・地質断面図 
※困難な場合は協議のうえ決定 

SXF（P21） 

 

土木設計業務等の 

電子納品要領(案) 

CAD 製図基準(案) 

コア写真 JPEG 

地質・土質調査成果 

電子納品要領(案) 

土質試験結果 
地盤調査結果 

電子データ 
シート PDF 

試料・供試体 
写真 JPEG 

土質試験結果 
一覧表データ XML 

データシート 
交換用データ XML 

※電子データシートの元データが電子納

品可能な場合は「データシート交換用デ

ータ」としてオリジナルファイル作成。 
 

その他の地質調査資料 
（電子化が容易なもの） 受発注者協議により決定 
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（2）フォルダ構成とファイル命名様式 
1）工事の電子納品におけるフォルダ構成 

土木工事における電子成果品のフォルダとファイルの構成を次に示します。 
 
表 2-4 【追加】土木工事における電子成果品のフォルダとファイルの構成 

フォルダ 
オリジナル 

フォルダ 
格納する電子成果品 ファイル形式 

電子媒体ルート 
 工事に関する基礎情報及び電子成果品の構成
等を記入した工事管理ファイルを格納します。 

 

・工事管理ファイル 
・DTD 

       

 
 打合せ簿フォルダ 

打合せ簿に関する電子成果品を格納します。 

・打合せ簿管理ﾌｧｲﾙ 

・DTD 

・打合せ簿ﾌｧｲﾙ(PDF) 

              

 

 
打合せ簿オリジナルフォルダ 

・打合せ簿ファイル 

    

 
施工計画書フォルダ 

施工計画書に関する電子成果品を格納します。 

・施工計画書管理ﾌｧｲﾙ 

・DTD 

・施工計画書ﾌｧｲﾙ(PDF) 

              

 

 
施工計画書ｵﾘｼﾞﾅﾙﾌｫﾙﾀﾞ 

・施工計画書 

   

 
完成図フォルダ 

 完成図に関する電子成果品を格納します。 

・図面管理ファイル 

・DTD 
・完成図ファイル 
・ラスタファイル 

・SAF ファイル  

 
 写真フォルダ 
 写真に関する電子成果品を格納します。 

・写真管理ファイル 

・DTD 

 

              

 

 
写真フォルダ 

・写真ファイル 

   

 

 
参考図フォルダ 

・参考図ファイル 

   

 
 台帳フォルダ 
 発注者が指示する管理台帳の電子成果品を格
納します。 

・台帳管理ファイル 

・DTD 

 

              

 

 
台帳オリジナルフォルダ 

・台帳ファイル 

   

MEET 

PLAN 

DRAWINGF 

ORGnnn 
オリジナル 
ファイル 

XML 

XML 

INDEX_C.XML 
(工事管理ﾌｧｲﾙ) 

DTD 

INDE_C05.DTD 

MEET.XML 
(打合せ簿管理ﾌｧｲﾙ) 

DTD 

MEET_05.DTD M0001_01.PDF 
～Mnnnn_mm.PDF 

XML 
DTD 

PLA01_01.PDF 
～PLAnn_mm.PDF 

PLAN.XML 
(施工計画書管理ﾌｧｲﾙ) 

PLAN_05.DTD 

M0001_01.XXX～Mnnnn_mm.XXX 

PHOTO 

ORG 

XML 

PHOTO.XML 
(写真管理ﾌｧｲﾙ) 

オリジナル写真 

※※※.JPG 

DTD 

PHOT_05.DTD 

ORG 

※※※.JPG/※※※.TIF/※※※.PDF 

REGISTER 

ORG001 
～ORGnnn 

XML 

REGISTER.XML 
(台帳管理ﾌｧｲﾙ) 

オリジナルファイル 

 

DTD 

REGIST_05.DTD 

ORGnnn 
オリジナル 
ファイル 

PLA01_01.XXX～PLAnn_mm.XXX 
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フォルダ 
オリジナル 

フォルダ 
格納する電子成果品 ファイル形式 

 
 地質データフォルダ 
 地質・土質調査成果に関する電子成果品を格
納します。 

・地質情報管理ﾌｧｲﾙ 

・DTD 

 

              

 

 
ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ交換用 

データサブフォルダ 

・ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ交換用データ 

・DTD     

 

 
電子柱状図 

サブフォルダ 

・電子柱状図 

    

 

 
電子簡略柱状図 

サブフォルダ 

・電子簡略柱状図 

    

 

 
コア写真 

サブフォルダ 

・コア写真管理ﾌｧｲﾙ 

・DTD 

・ﾃﾞｼﾞﾀﾙｺｱ写真 

・ﾃﾞｼﾞﾀﾙｺｱ写真管理整

理結果 

           

 

 
土質試験及び 

地盤調査サブフォルダ 

・土質試験 

及び地盤調査管理ﾌｧｲﾙ 

・DTD 

・電子土質試験結果一覧表 

・土質試験結果一覧表ﾃﾞｰﾀ 

・電子ﾃﾞｰﾀｼｰﾄ 

・ﾃﾞｰﾀｼｰﾄ交換用ﾃﾞｰﾀ 

・ﾃﾞｼﾞﾀﾙ試料供試体写真 

               

 

 

         
 

 

 
その他の地質・ 

土質調査成果 

サブフォルダ 

・その他管理ﾌｧｲﾙ 

・DTD 

・その他の地質・ 

土質調査成果 

           

 
 その他フォルダ 
その他，工事に関する電子成果品を格納しま
す。 

・その他管理ﾌｧｲﾙ 

・DTD 

 

              

 

 
その他オリジナル 

フォルダ 

・その他 

   

※トータルステーションを用いた出来形管理要領に基づいて作成した電子成果品は，「工事完成図書の

電子納品等要領」に従い，「OTHRS」フォルダに格納する。 

BORING 

OTHRS 

DATA 

ORGnnn 

XML 

BORING.XML 
(地質情報管理ﾌｧｲﾙ) 

DTD 

BRG0150.DTD 

XML 

OTHRS.XML 
(その他管理ﾌｧｲﾙ) 

OTHRS05.DTD 

BED0001.XML 
～BEDNNNN.XML 

XML DTD 

BED0300.DTD 

LOG 

※※※※.PDF 

DRA 

※※※※.P21 

PIC 
XML DTD 

COREPIC.XML 
(コア写真管理ﾌｧｲﾙ) 

CPIC0110.DTD ※※※※.JPG 

TEST 
XML 

GRNDTST.XML 
(土質試験及び 

地盤調査管理ﾌｧｲﾙ) 

GTST0200.DTD (ﾃﾞｰﾀﾌｧｲﾙ 
XML) 

DTD XML DTD 

(ﾃﾞｰﾀﾌｧｲﾙ 
DTD) 

 

※※※※.PDF 
 

※※※※.JPG 
 

OTHRS 
XML 

OTHRFLS.XML 
(その他管理ﾌｧｲﾙ) 

OTHR0110.DTD オリジナルﾌｧｲﾙ 

DTD 

DTD 

※※※※.PDF 
 

オリジナルﾌｧｲﾙ 
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2）業務の電子納品におけるフォルダ構成 

業務における電子成果品のフォルダとファイルの構成を次に示します。 
 
表 2-5 【追加】業務における電子成果品のフォルダとファイルの構成 

フォルダ 
オリジナル 

フォルダ 
格納する電子成果品 ファイル形式 

電子媒体ルート 
 業務に関する基礎情報及び電子成果品の構成
等を記入した工事管理ファイルを格納します。 

 

・業務管理ファイル 
・DTD 

       

 
 報告書フォルダ 

報告書に関する電子成果品を格納します。 

・報告書管理ﾌｧｲﾙ 

・DTD 

・報告書ﾌｧｲﾙ(PDF) 

              

 

 
打合せ簿オリジナルフォルダ 

・報告書ｵﾘｼﾞﾅﾙﾌｧｲﾙ 

    

 
図面フォルダ 

 図面に関する電子成果品を格納します。 

・図面管理ファイル 

・DTD 
・図面ファイル 
・ラスタファイル 

・SAF ファイル 

              

 

 
図面フォルダ 

・図面ファイル 

   

 
 写真フォルダ 
 写真に関する電子成果品を格納します。 

・写真管理ファイル 

・DTD 

 

              

 
 測量フォルダ 
 測量成果の電子成果品を格納します。 

・測量管理ファイル 

・DTD 

 

              

 

 
台帳オリジナルフォルダ 

・写真ファイル 

   

REPORT 

DRAWING 

ORGnnn 
オリジナル 
ファイル 

XML 

XML 

INDEX_D.XML 
(業務管理ﾌｧｲﾙ) 

DTD 

INDE_D04.DTD 

REPORT.XML 
(報告書管理ﾌｧｲﾙ) 

DTD 

REP04.DTD REPORT01.PDF 
～REPORTmm.PDF 

DTD 

REPORT01.XXX～REPORTmm.XXX 

PHOTO 
XML 

PHOTO.XML 
(写真管理ﾌｧｲﾙ) 

DTD 

PHOT_05.DTD 

SURVEY 

ORG001 
～ORGnnn 

XML 

SURVEY.XML 
(測量管理ﾌｧｲﾙ) 

オリジナルファイル 

REG01_01.XXX～REGnn_mm.XXX 

DTD 

SURVEY03.DTD 

XML 

DRAWING.XML 
(図面管理ﾌｧｲﾙ) 

DRAW04.DTD C0PL001Z.P21 
～Cn・・mmmZ.P21 

OTHRS 
オリジナル 
ファイル 
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フォルダ 
オリジナル 

フォルダ 
格納する電子成果品 ファイル形式 

 
 地質データフォルダ 
 地質・土質調査成果に関する電子成果品を格
納します。 

・地質情報管理ﾌｧｲﾙ 

・DTD 

 

              

 

 
ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ交換用 

データサブフォルダ 

・ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ交換用データ 

・DTD     

 

 
電子柱状図 

サブフォルダ 

・電子柱状図 

    

 

 
電子簡略柱状図 

サブフォルダ 

・電子簡略柱状図 

    

 

 
コア写真 

サブフォルダ 

・コア写真管理ﾌｧｲﾙ 

・DTD 

・ﾃﾞｼﾞﾀﾙｺｱ写真 

・ﾃﾞｼﾞﾀﾙｺｱ写真管理整

理結果 

           

 

 
土質試験及び 

地盤調査サブフォルダ 

・土質試験 

及び地盤調査管理ﾌｧｲﾙ 

・DTD 

・電子土質試験結果一覧表 

・土質試験結果一覧表ﾃﾞｰﾀ 

・電子ﾃﾞｰﾀｼｰﾄ 

・ﾃﾞｰﾀｼｰﾄ交換用ﾃﾞｰﾀ 

・ﾃﾞｼﾞﾀﾙ試料供試体写真 

               

 

         
 

 

 
その他の地質・ 

土質調査成果 

サブフォルダ 

・その他管理ﾌｧｲﾙ 

・DTD 

・その他の地質・ 

土質調査成果 

           

 
 その他フォルダ 
その他，工事に関する電子成果品を格納しま
す。 

・その他管理ﾌｧｲﾙ 

・DTD 

 

              

 

 
その他オリジナル 

フォルダ 

・その他 

   

※トータルステーションを用いた出来形管理要領に基づいて作成した電子成果品は，「工事完成図書の

電子納品等要領」に従い，「OTHRS」フォルダに格納する。 

〈国土交通省：土木設計業務等の電子納品要領（案）P3 参照〉 

BORING 

OTHRS 

DATA 

ORGnnn 

XML 

BORING.XML 
(地質情報管理ﾌｧｲﾙ) 

DTD 

BRG0150.DTD 

XML 

OTHRS.XML 
(その他管理ﾌｧｲﾙ) 

OTHRS05.DTD 

BED0001.XML 
～BEDNNNN.XML 

XML DTD 

BED0300.DTD 

LOG 

※※※※.PDF 

DRA 

※※※※.P21 

PIC 
XML DTD 

COREPIC.XML 
(コア写真管理ﾌｧｲﾙ) 

CPIC0110.DTD ※※※※.JPG 

TEST 
XML 

GRNDTST.XML 
(土質試験及び 

地盤調査管理ﾌｧｲﾙ) 

GTST0200.DTD (ﾃﾞｰﾀﾌｧｲﾙ 
XML) 

DTD XML DTD 

(ﾃﾞｰﾀﾌｧｲﾙ 
DTD) 

 

※※※※.PDF 
 

※※※※.JPG 
 

OTHRS 
XML 

OTHRFLS.XML 
(その他管理ﾌｧｲﾙ) 

OTHR0110.DTD オリジナルﾌｧｲﾙ 

DTD 

DTD 

※※※※.PDF 
 

オリジナルﾌｧｲﾙ 



 25

 
（3）管理項目 

電子納品を行うためには，各種の納品ファイルを管理する XML ファイルが，電子

納品媒体（CD-R）の中に格納されていなければならない。 
本県の電子納品において，工事・業務でそれぞれ必要となる管理項目は，以下のと

おりである。 
 
≪工事≫ 

 工事管理項目（INDEX_C.XML） 
 完成図管理項目（DRAWINGF.XML）※1 
 写真管理項目（PHOTO.XML） 
 台帳管理項目（REGISTER.XML）※2 

※1 完成図が電子納品対象以外の工事の場合は必要ない。 
※2 台帳管理項目は，受発注者協議の上，電子納品対象とする。 
 
≪業務≫ 

 業務管理項目（INDEX_D.XML） 
 報告書管理項目（REPORT.XML） 
 図面管理項目（DRAWING.XML）※ 
 写真管理項目（PHOTO.XML）※ 
 測量管理項目（SURVEY.XML）※ 

 測量区分別管理ファイル（SURV_***.XML）※ 
 地質管理項目（BORING.XML）※ 

 コア写真管理ファイル（COREPIC.XML）※ 
 土質試験及び地盤調査管理ファイル（GRNDTST.XML）※ 
 その他地質管理ファイル（OTHRFLS.XML）※ 

※ 図面や写真，測量成果，地質データが存在しない成果品については納品の 
必要はない。 

 
 
これらについて，各項目の内容・データ仕様等の詳細と，受注者がこれらの項目を

記入する際の留意点等について，「参考資料 - 3」に一覧表を掲載して説明する。 
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2-3-6  電子納品媒体（CD-R）の作成 

 
 

 電子納品媒体の作成前には，茨城県電子納品チェッカー（※）により内容を確認

すること。なお，確認後に「チェック結果」を印刷し，発注者に提出すること。 
 作成した電子納品媒体 CD-R において，ウィルスチェックソフトによるウィルス

の有無を確認すること。 
ウィルスチェックは，ウィルス存在の有無の確認，駆除を確実に行うために，電

子媒体に格納前のハードディスク上の電子成果品，電子成果品格納後の電子媒体

で，計２回行うようにすること。 
 電子納品媒体は CD-R で作成すること。 
 電子データはルートフォルダに格納すること（他のフォルダに入れないこと）。 
 電子データが CD-R 1 枚に収まらない場合は，次々頁の（2）3）に従い複数枚に

分割すること。 
 CD-R のレーベル面には，（3）1）に定められた項目を直接印字すること（油性

ペンによる手書きも可とする）。 
電子媒体に損傷を与えることがあるため，シール等の貼り付けしないこと。 
 

 
（※）茨城県電子納品チェッカー 
  電子成果品が，本ガイドラインに従って作成されているかを確認することができ

るソフトウェアである。 
 本チェッカーは、本県が発注する業務及び工事の受注者を利用対象者とし，無償提

供するものである。 
ダウンロードは，下記検査指導課ホームページから行うことが出来る。 
http://www.pref.ibaraki.jp/doboku/kensa/kanri/nouhinchecker/nouhinchecker.html 

 
【解説】 

次ページより電子納品媒体の作成手順について説明する。 
 コンピュータウィルスは，日々新しいウィルスが作られ，インターネット内において

大きな問題となっている。発注者・受注者ともに，ウィルス対策を必ず行うこととする。

共有サーバーが悪質なウィルスに感染すると，データ消失・破壊といった甚大な影響が

想定されることから，納品する電子媒体のウィルスの有無について，必ず実施すること。

導入するウィルス対策ソフトは，新しいウィルスに対応できるものを導入し，常に最新

の状態を保ち，最新のウィルスパターンファイルの更新を行うものとする。 
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（1）電子納品の内容チェックについては，以下の手順で行うこと。 
 

茨城県電子納品チェッカーによりチェックを行うこと。

茨城県検査指導課のホームページ
（http://www.pref.ibaraki.jp/doboku/kensa/kanri/nouhinchecker/nouhinchecker.html）から入手

ダ
ウ
ン
ロ
ー
ド

例 工事電子納品媒体

XML

DTD

INDEX_C.XML

INDE_C05.DTD

MEET

PLAN

DRAWINGF

REGISTERF

PHOTO

BORING

OTHRS

チェックシステムでは、
次の内容のチェックを行います。
・ファイル名
・管理項目
・管理ファイル（XML）
・PDFファイルのセキュリティ
・CADファイルの

CAD製図基準ﾁｪｯｸ

エラー表示の確認

電子納品媒体を読込

チェックを行います。

チェック結果画面にエラー表示された場
合、メッセージを確認して該当箇所を修
正します。

エラー箇所訂正後、チェック結果を出力し、
発注者に提出します。

※（一財）茨城県建設技術公社にて成果品の登録受付を行う際，エラー修正済みの「チェッ
ク結果」を印刷したものを提出しなければ受付けを行わないため，必ずエラー修正を行うこと。

図 2-2 手順 
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SXF ファイルが 
P21 形式で作成 

SXF ﾌｫｰﾏｯﾄが 
Ver2.0 以上である 

図面表記の縮尺と 
縮尺情報が正しい 

SXF 形式データ 
の確認 

SXF ﾌｫｰﾏｯﾄ 
の確認 

縮尺情報の確認 

追加【工事・業務共通】 

 
 
 

茨城県電子納品チェッカーによるチェックを行った後，図面データについて確認を行

うことが望ましい。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2-3 納品図面確認フローチャート 

 

納品図面 

NO 

YES 

YES 

NO 

【図面納品】 

図面データが正しく作

成されている 

YES 

【図面再作成】 

エラー内容を訂正し、再度、CD

への格納を行う 

NO 

納品図面確認フローチャート 



 29

1）SXF 形式データの確認 

格納された完成図面ﾌｧｲﾙの拡張子が，P21 形式で作成されているか確認する。 
SFC 形式で納品する場合には，受発注者協議の上で，納品する。 
 
完成図面ファイル名の命名規則を以下に示す。 

     

   ライフサイクル：測量「S」，設計「D」，工事「C」，維持管理「M」とする。 
   整理番号：当初設計「0」とし，変更設計時に「1」，「2」･･･とする。 
   図面番号：図面枚数全体の通し番号とする。 
   改訂履歴：納品成果は「Z」とする（発注図面は「0」とする）。 
 
 

2）SXF フォーマットの確認 

SXF ブラウザは、2014 年 4 月 9 日に Microsoft Windows XP の製品サポートが終

了したことから、Web サイト「SXF ブラウザのダウンロード」の掲載が終了。 
今後、SXF データの表示や印刷等は、OCF 検定に合格している SXF 対応ソフト

ウェアを利用すること。 

http://www.ocf.or.jp/kentei/soft_ichiran.shtml「表示」⇒「図面構造表

示」 
【SXF Ver2.0 形式の表示】    【SXF Ver3.0 形式の表示】 

         
 
 

拡張子を確認 

ここが黒く表示され
れば、SXF Ver3.0
となります 
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3）縮尺情報の確認 

OCF 認証の CAD ソフトを使用し，縮尺設定の表記と図面表記が一致しているこ

とを確認すること。 
【正しい出力】 【誤った出力】 

CAD ソフトでの縮尺表記 

 
図面表題欄の表記 

 

CAD ソフトでの縮尺表記 

 
図面表題欄の表記 

 
 

 
（2）CD-R の作成 

1）使用する電子媒体 

本県では CD-R で作成することを原則とする。1 枚のディスクに書ききれない場合

は，下記の「3）CD-R が複数枚になるときの措置」に従い，複数枚に分割して格納

すること。書き換え可能な CD-RW は使用しないこと。 
 

2）CD-R のフォーマット形式 

CD-R のフォーマット形式の設定方法は，CD ライティングソフトによって異なる

が，一般的には CD-R 書き込み時もしくは環境設定時に指定できる。 
電子納品要領では，データの長期保存・利用を確保するため，ISO9660 形式レベ

ル１での保存を義務づけている。その他の形式（JOLIET，ROMEO 等）は使用し

ないこと。 
3）CD-R が複数枚になるときの措置 

電子データのサイズが大きくなり，CD-R 1 枚では格納しきれない場合には，図 2 
-5 に示すようにフォルダごとに分割して格納すること。写真の枚数が多くなるなど

一つのフォルダが 1 枚の CD-R に格納しきれない場合には図 2-3 のようにすること。 
１枚の電子媒体に納まらず複数枚になる場合は，同一の工事（業務）管理ファイ

ル（INDEX_C.XML，INDEX_D.XML）を各電子媒体のルート直下に格納する。た

だし，基礎情報の「メディア番号」には該当する番号を記入する。 
基本的には CD-R の使用とするが，特定のシステムに依存なフォーマット形式や

再生ドライブの普及度を考慮して，DVD-R による納品も協議により可とする。 
DVD-R にデータを記録する（パソコンを使って記録する）際のファイルシステム

の論理フォーマットは，UDF(UDF Bridge)とする。 
            〈国土交通省：工事完成図書の電子納品等要領 P28 参考〉 
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成果品を複数枚の媒体に分けて格納する場合の例を下図に示す。 
     業務における電子媒体分割の格納例 

 
 
 

 
 
・業務（工事）管理ファイルの基礎情報の「メディア番号」は，ラベルに明記してある何枚／

全体枚数と整合を取る。 

図 2-4 フォルダも分割するときの方法 
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（3）CD レーベルの印刷 

1）CD レーベルへの記載項目 

表 2-4 CD レーベルへの記載項目（工事） 

記載項目 記載内容 記載例 
工事番号 工事略称を含む工事番号 19 国補道改第 19-03-951-0-001 号 

工事名称 箇所名を含む正式工事名称 道路改良工事 県道○○線 

作成年月 工事の完了年月 平成○年○月 

発注者名 発注事務所名 ○○土木事務所 

請負者名 受注者の会社名 （株）○○建設 

何枚目/総枚数 CD-R の総枚数とそのうち何枚目

であるか 

1/2 （1/1 の場合は省略可能） 

ウィルスチェッ

クに関する情報 

ウィルス対策ソフト名 

ウィルスパターンファイルの日付 

チェック年月日 

ウィルス対策ソフト名：○○○ 

ウィルスパターンファイル：○年○月○日

版 

チェック年月日：○年○月○日 

フォーマット形

式 

CD-R のフォーマット形式 

（ISO9660（レベル 1）） 

フォーマット形式： 

ISO9660（レベル 1） 

 

 

図 2-5 CD レーベル印字（記入）例（工事） 
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表 2-5 CD レーベルへの記載項目（業務） 

記載項目 記載内容 記載例 
工事番号 工事略称を含む工事番号 19 国補緊道第 19-03-951-0-051 号（工事番

号が無い場合は省略可） 

業務名称 箇所名を含む正式業務名称 道路詳細設計 県道○○線 

作成年月 業務の完了年月 平成○年○月 

発注者名 発注事務所名 ○○土木事務所 

請負者名 受注者の会社名 （株）○○○○ 

何枚目/総枚数 CD-R の総枚数とそのうち何枚目

であるか 

1/2 （1/1 の場合は省略可能） 

ウィルスチェック

に関する情報 

ウィルス対策ソフト名 

ウィルスパターンファイルの日付 

チェック年月日 

ウィルス対策ソフト名：○○○ 

ウィルスパターンファイル：○年○月○日版 

チェック年月日：○年○月○日 

フォーマット形式 CD-R のフォーマット形式 

（ISO9660（レベル 1）） 

フォーマット形式：ISO9660（レベル 1） 

 

 

図 2-6 CD レーベル印字（記入）例（業務） 
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2）CD レーベルの印字方法 

CD レーベルの印字は，ラベルプリンタで直接印字するか，油性ペンで手書きする

こと。シール等の貼り付けは，CD-R へのデータの書き込み時及び CD-R の保存に影

響を及ぼすので行わないこと。 
  
2-3-7  検査時の対応（中間検査・完成検査） 

 
 

 検査時には，成果品（電子納品媒体及び紙媒体）を用いて行うこと。 
 検査の準備及び機械操作は，原則として発注者が行うこと。 
 印刷出力は原則として行わないが，検査監(員)が必要と判断し指示した部分につ

いては，プリンタで出力し，紙による検査を行う。 
 

 
【解説】 

発注者は，検査用に図面及び写真情報閲覧用パソコンとカラープリンタを準備する。

（検査開始前にはパソコンやプリンタが正常に稼働することを確認しておくこと） 
用意するカラープリンタは，600dpi 以上でフルカラー印刷が可能なものとする（用紙

やインクカートリッジの予備も用意しておくこと）。 
検査監（員）が紙による検査を指示した場合には，速やかにプリンタで出力すること。 
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2-3-8  成果品の納品(受注者)及び受領(発注者) 

 
 

 業務の成果品については，原則として，電子納品媒体(CD-R)２部及び製本１部を

標準とし納品する。 
 業務の成果品のうち，電子化しないこととしたものは従来どおりの部数（例：製

本 3 部，原図１式）とし納品する。 
 工事の成果品については，電子納品媒体（CD-R）２部及び製本１部とし納品す

る。 
 工事の成果品のうち，完成図については，紙媒体での納品は不要とする。 
 発注者の担当者は，納品された電子成果品が正しく作成されているかかどうか，

電子納品検査プログラムを用いてチェックをした後に受領すること。また，受注

者に「チェック結果」を出力させ，併せて提出させること。 
 業務の成果品納品時に発注者，受注者の両者立会いのもと，電子成果品のエラー

の有無について，電子納品検査プログラムを用いてチェックを行うこと。 
 

 
【解説】 
  業務の成果品における電子納品媒体 2 部中の 1 部は，電子納品保管管理システムへ登

録するために（一財）茨城県建設技術公社に納品するものである。 
工事において，完成図が電子納品対象工事については，成果品における電子納品媒体

2 部中の 1 部は，電子納品保管管理システムへ登録するために（一財）茨城県建設技術

公社に納品するものである。 
それ以外の工事においては，成果品における電子納品媒体 2 部中 1 部は電子媒体が破

損した際の予備として発注者に納品すること。 
 
2-3-9  電子納品保管管理システムへの登録 

 
 

 電子納品保管管理システム登録対象案件については，検査合格後速やかに，電子

納品媒体（CD-R）１部を（一財）茨城県建設技術公社に提出し，電子成果品を

電子納品保管管理システムに登録すること。 
 電子納品保管管理システムへの登録範囲は，表 2－6 のとおりとする。 
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表 2-6 電子納品保管管理システムへの登録範囲 

 案   件 登録対象 
委 託 すべての電子納品対象業務 ○ 

工 事 
完成図が電子納品対象 ○ 
完成図が電子納品対象外 × 

 
【解説】 

電子納品保管管理システム登録対象案件については，電子成果品を電子納品保管管理

システムに登録するために，電子納品媒体（CD-R）1 部を（一財）茨城県建設技術公社

に提出する。 
受注者は，工事または業務完了後に発注者から通知される「工事完成結果通知書」ま

たは「委託業務完了検査結果通知書」を受領後速やかに，電子納品媒体を（一財）茨城

県建設技術公社に提出すること。 
発注者は，電子納品保管管理システムに電子成果品が登録されたかどうか，システム

上で確認すること。 
電子納品保管管理システム登録対象外の案件については，電子納品媒体(CD-R)２部

を発注者に納品する。 

電子成果品の電子納品保管管理システムへの登録は，「図 2-8 電子納品媒体(CD-R)の
保管管理システムへの登録フロー」に従って行うこと。 
なお，登録の手順については，（一財）茨城県建設技術公社の以下のホームページで

詳細が参照できる。 
http://www.ictpc.jp/system/cals-ec/ 
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【参考】電子納品保管管理システムについて 

茨城県では，本ガイドライン及び電子納品要領等に準拠して作成された電子成果品を

格納し，発注者が検索・閲覧・ダウンロ－ドを行うシステム「電子納品保管管理システ

ム」を平成 18 年度から運用している。電子納品された成果品データを確実に保管，検

索時間を削減し，また，将来の維持管理等に再活用することを目的としている。 

 

図 2-7 電子納品保管管理システムの概要 
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発注者 受注者 （一財）茨城県建設技術公社

電子納品の作成と登録

発
注
～
契
約

Ｃ
Ｄ
の
作
成
・
納
品

電
子
納
品
デ
ー
タ
の
登
録
・
再
利
用

合格

不合格

（１）特記仕様書に電子納品対象であることを

明記する。

（４）目視による外観チェックと電子納品チェッ

クシステムによる内容のチェック

（７）納品検査時に電子納品チェックシステムに

よる内容のチェックも実施

（１２）（様式1：電子成果品登録依頼書の提出）
CDと共に紙による提出

（１５）（様式２：登録完了報告書発行）

電子メールによる通知

承認後

 

図 2-8 電子納品媒体(CD-R)の保管管理システムへの登録フロー 

  
地質調査データの取り扱い 

電子納品のうち，地質調査データに係るボーリングデータ（XML）及び土質試験結

果データ（XML）は，独立行政法人防災科学技術研究所のポータルサイト「ジオ・ス

テーション」に登録のうえ，WEB により一般公開され利活用される。 
 
 
・ジオ・ステーション 
   http://www.geo-stn.bosai.go.jp/jps/indextop.php 
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3  電子データ作成時の留意事項 
3-1  デジタル写真 
（1）デジタル写真の画素数について 

デジタル写真の画素数は黒板の字が識別できることを目安に設定する。下記に，画

素数とデータ量について参考を記載する。データサイズが大きくなるのを避けるため，

あまり大きな画素数としないこと。 
（通常は 100 万画素程度で十分識別可能） 

 
画素数 横×縦ﾋﾟｸｾﾙ 使用可能サイズ データ量 

80 万画素 1024× 768 ﾋﾟｸｾﾙ 74×55mm 約 200KB 
130 万画素 1280× 960 ﾋﾟｸｾﾙ 92×69mm 約 400KB 
200 万画素 1600×1200 ﾋﾟｸｾﾙ 116×87mm 約 600KB 
300 万画素 2048×1536 ﾋﾟｸｾﾙ 148×111mm 約 700KB 
400 万画素 2272×1704 ﾋﾟｸｾﾙ 164×123mm 約 1.2MB 
500 万画素 2592×1944 ﾋﾟｸｾﾙ 188×141mm 約 1.5MB 
600 万画素 2816×2112 ﾋﾟｸｾﾙ 204×153mm 約 2.0MB 

 ※１MB＝1,000KB 
デジタルカメラの初期値は，高画素数，日付未設定となることがあるため，十分注

意すること（上記，画素数とデータ量の関係は参考となるため，実際にはこれ以上や

これ以下のデータ量になることがある）。 
 

（2）写真の編集について 
写真データの信憑性を確保するため，明るさの調整や日付の変更，Exif データの編

集等の一切の編集を認めない。ただし，類似写真が存在せず明るさの調整等が不可欠

な写真が存在する場合は発注者の指示の上，編集を行うことができる。 
カメラの設定ミス等で日付が間違っている場合等も基本的には編集を認めないので，

撮影時には十分留意すること。カメラ機器等の不具合により，日付設定に問題が生じ

た場合，すみやかに発注担当者に連絡し，協議を行い，対応を検討する必要がある。 
 

使用画素数 

範囲 
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3-2  CAD 図面 
（1）ファイル形式 

国土交通省電子納品等要領では，CAD ファイルの形式として SXF（P21）形式を

採用。 
本県では IT 環境（操作や閲覧用端末の性能等）を考慮し，SXF（SFC）形式を採

用していたが，平成 21 年度より，受発注者間での SXF 形式の違いによる混乱をなく

すために，国土交通省電子納品等要領と同様の SXF（P21）形式を採用する。使用ソ

フトについては，SXF 形式 Ver2.0 レベル２の基準を満たしたソフトとする。 
測量成果において，測量成果電子納品要領(案)に準じて作成するため，SXF Ver3.0

レベル 2 以上を原則として作成する。また，SXF Ver3.0 で作成されたデータを SXF 
Ver2.0 で書き換えた場合，Ver3 から追加されたフィーチャ（図面構造，幾何/表記要

素，構造化要素）が抜け落ちてしまうことも考えられる。そのため，設計・施工段階

においても，SXF Ver3.0 レベル 2 以上で作成することが望ましい。 
中間でのファイルのやり取りにおいて，メール等の IT 環境を考慮し，SXF

（SFC）で行ってもよいものとし，最終納品データにおいては，SXF(P21)を適用とす

る。ファイルサイズが大きい場合には，協議により SXF(SFC)形式で納品することも

可能とする。 
 
【参考】ＣＡＤ交換標準フォーマットＳＸＦについて 

(1) 概要 

異なる CAD ソフト間のデータ交換を可能とするため，国が中心となり設立した

組織「SCADEC」が開発した交換標準仕様である。 
市販ソフトに対するＳＸＦの準拠性確認は，｢オープン CAD フォーマット評議

会｣がホームページ等で発表している「認証ソフトウェア一覧」(ＯＣＦ検定結果)
を参照されたい。 

 
(2) 種類及び特徴 

種 類 
(拡張子) 

ISO 
規格 

データ容量 
～実験結果の  
 一例(図面)～ 

国交省の 
電子納品 茨城県の電子納品 

SXF 
（P21） 

対応 
１４００kb 
(sfc の 6 倍程度) 

採用 
採用 
 

SXF 
（sfc） 

未対応 ２５０kb － 
一部採用 

※ＳＸＦ仕様に準拠したソフトを介した２種類間のデータ変換は容易である。 



 41

(3)SXF のバージョンとレベル 

 SXF のバージョンとレベルにより，取り扱うことのできるラスタファイルのファ

イル形式や対応数が異なる。その他の違いについては，｢オープン CAD フォーマッ

ト評議会｣のホームページを参照のこと。 

1)SXF Ver2.0 レベル２ 

 SXF Ver2.0 レベル２においては，１枚の CAD データに添付できるラスタフ

ァイルは，１枚の TIFF 形式のファイルである。 

2)SXF Ver3.0 レベル２ 

   SXF Ver3.0 レベル２以上においては，１枚の CAD データに添付できるラス

タファイルは，複数枚の JPEG，TIFF 形式のファイルである。 

 

（2）CAD 製図基準（案）との相異点 
 CAD 図面作成において，基本的に CAD 製図基準（案）に準拠して作成するが，一部にお

いて本県独自の要領で作成する。 

CAD 製図基準（案）と設計図作成要領と異なる部分を下記に示す。 

別紙１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・図面の標題 

 標題の様式は，下記を標準とし，図面の右下図を原則とするが，縦断図，平面図

等で右下図の記入不可能な場合は，右上図とする。 

施工年度 平成     年度 

工 事 名  

路河川名 路線，河川，公園，海岸等 

工事箇所 市      町 

 郡        村大字 

図面種別  

縮  尺  

図面番号 全     葉の内     号(1) 

内容表示  

841 

25 

A1 ｻｲｽﾞ  
16 

5
9
4 

 

  14 

16 
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3-3  トータルステーションを用いた出来形管理の納品に関する留意

点 
受発注者協議の上で，トータルステーションを用いた出来形管理要領に基づいて作

成する電子成果品を以下に示す。 
 
【業務】 
 ・基本設計データ（XML ファイル） 
【工事】 
 ・施工管理データ（XML ファイル） 
 ・出来形管理データ（PDF ファイル） 
 
電子成果品は，「工事完成図書の電子納品等要領」に従い「OTHRS」フォルダに格

納する。 
その他管理ファイル（OTHRS.XML）の管理項目については，「工事完成図書の電

子納品等要領」に従い出来形管理用 TS を用いた出来形管理資料が特定できるように

記入する。 
 
請負者は，上記管理要領（案）により利用する「出来形管理用 TS ソフトウェア」

については，別途定める「出来形管理用トータルステーション機能要求仕様書

（案）」に規定する性能を有するソフトウェアであることを，また，「基本設計データ

作成ソフトウェア」及び「出来形帳票作成ソフトウェア」については，別途定める

「TS による出来形管理に用いる施工管理データ作成・帳票作成ソフトウェアの機能

要求仕様書（案）」に規定する性能を有するソフトウェアであることを示すメーカの

カタログあるいはソフトウェア仕様書を，施工計画書の添付資料として提出する。 
 

 

 

3-4  報告書 
報告書の PDF ファイルに関し，以下のルールを設定する。 

 用紙サイズは A4 縦を基本とする。 
 しおりを作成する。 
 セキュリティは設定しないものとする。  
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4  施工中の電子情報交換 
4-1  電子情報交換の対象案件 

 
 
電子納品を行う案件に対しては，電子情報交換(電子メールを活用した情報交換)を

実施する。 
情報交換するデータについては，4－2－1 電子メールでやり取りする対象書類を参

照。 
なお，コンピュータウィルスは，メールによる感染も想定されることから，受発注

者ともに日々のウィルスチェックを行うこととする。 

 

 
 
【参考】電子情報交換を実施しないケースについて 

電子納品案件については電子情報交換を実施することを標準とするが，以下のように

やむを得ない事情を有する場合は省略することができる。 
(1) 発注担当者のネットワーク環境が未整備の場合 
(2)「工期が極端に短いため」あるいは「現場が至近距離にある」等の理由により情報

共有のメリットがほとんどないと発注者が判断した場合   等 
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4-2  電子情報交換の対象とファイル形式 
 
4-2-1  電子メールでやり取りする対象書類 

 
 

 工事においては，｢作業予定｣，｢作業報告｣，「簡易な打合せ」及び「緊急時の報

告」等に適宜活用する。 
 業務においては，必要に応じ，簡易な打合せ等に適宜活用する。 
 

 
【参考】交換する書類の詳細について 

(1) 工事における「作業報告」と「作業予定」の例 

(1)内 容 
作業報告（１週間分）・作業予定（１週間分）を，

進捗を記入した工程表と現場状況写真にて行う。 

(2)(1)の様式等 

請負人の任意。 
ただし，備考欄を設け，請負人からの連絡事項等

を記入する。これに対し，担当者は，備考欄にコ

メントを記入して返信する。 

(3)デジタル写真の仕様 
特に規定しないが，成果品に用いることも出来る

程度の画質が望ましい。 

(4)送信日 
協議のうえ，決定。 
(例;金曜 17 時迄に送信。月曜 12 時迄に返信) 

 
(2) 工事の必須以外項目や業務の交換項目 

 ネットワークを用いた情報交換は，｢記録が確実に残る｣，｢担当者が都合の良

い時間に送信できる｣というメリットがあるので，積極的な実施が望まれる。 
 ただし，従来，印鑑を必要としていた書類等の交換については，電子的な印

鑑の基盤等が整うまでは，紙でのやり取りが要求されるので留意されたい。 
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4-2-2  電子メール利用の確認事項 

 
 

 受発注者の作業環境を把握するため，本ガイドラインの｢参考資料 – 2 電子納

品事前協議チェックリスト｣の項を基本とし，以下の項目について事前確認を行

う。 
 通信機器環境 
 電子メールに添付するデータのファイル形式，圧縮の形式 
 電子メールに添付可能な容量 
 電子メールのタイトル(主題)の命名 
 受信確認方法    等 

 
 送受信したメールは，当該業務終了まで双方が保管する。 
なお，管理者にメールサーバから削除される恐れがある場合には，端末内にフォ

ルダ(例； c:¥施工中情報交換¥24-00-101-0-001 号)を作成し，当該フォルダ内に

保管する。 
 

 
 
4-2-3  行政情報ネットワークシステム(庁内 LAN)利用上の注意事項 

 
 
発注者が，グループウェア（「行政情報ネットワークシステム」）を介し，庁内

LAN を利用する上での注意事項等を以下に記す。 
 

 電子メールにより，送受信できるデータ最大容量は約 10MB である。それを超

える容量のデータの送信には，ファイル配布システムを利用すること。 
 ウィルス対策ソフトを装備した端末からの利用に限ることとし，データはウイル

スチェックを行ってから送信を行うこととする。 
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5  サポート・問い合わせ 
 

 
本ガイドラインに対する問い合わせは，茨城県土木部検査指導課にて受け付ける。 

 
 
問い合わせ一覧 
 
茨城県電子納品ガイドラインに関する問い合わせ 
茨城県土木部検査指導課 

 本ガイドラインは茨城県土木部検査指導課のホームページでダウンロード可能。 
http://www.pref.ibaraki.jp/soshiki/doboku/kensa/index.html 

 
 
茨城県電子納品チェッカーのダウンロード及び問い合わせ 
茨城県土木部検査指導課 

 茨城県電子納品チェッカーは茨城県土木部検査指導課のホームページでダウンロード可

能。 
http://www.pref.ibaraki.jp/doboku/kensa/kanri/cals/ebidh18/donw2.html 

 
 
電子納品保管管理システムへの登録に関する問い合わせ 
 （一財）茨城県建設技術公社管理部企画研修課 
登録のフローや様式などは，以下のホームページに掲載されている。 

http://www.ictpc.jp/system/cals-ec/ 
 
国土交通省策定の要領・基準等に関する問い合わせ 
国土交通省 
要領・基準等の閲覧，ダウンロード及びヘルプデスクについては，以下のホームページ

に掲載されている。 
http://www.cals-ed.go.jp 

 
CAD ソフトに対するＳＸＦの準拠性確認 
｢オープン CAD フォーマット評議会｣がホームページ等で発表している「認証ソフトウ

ェア一覧」(ＯＣＦ検定結果)を参照のこと。 
http://www.ocf.or.jp/ 


